４　　事務執行概要
　府内における学校教育の充実、社会教育及び保健体育の振興、文化財の保護などの諸施策を実施した。

１　学校教育の充実
(1) 義務教育の充実

令和3年度における小・中学校の児童・生徒数の変動に伴う学級数の増減及び国定数の配分に基づき、教職員定数を27,910人（前年度に比して、小学校34人の減員、中学校95人の増員)とした。

(2) 高等学校教育の充実

高等学校の学級数に応じた必要な教職員を確保するため､教職員定数を8,711人（前年度に比して、299人の減員）とした。

　また、学校施設・設備の充実については、既設高等学校の整備として、トイレ改修、福祉整備等を実施した。さらに、学校管理運営の円滑化と保護者負担の軽減を図るため、学校管理費の適切な執行に努めた。定時制・通信制高等学校生徒の経済的負担を軽減し、修学の促進を図るため、修学奨励費の貸付を行った。

さらに、国公立及び私立高等学校等に在籍する低所得世帯の生徒への修学支援として授業料以外の教育費負担を軽減するため、「奨学のための給付金」の給付を行った。

(3) 支援教育の充実

支援学校の学級数に応じた必要な教職員を確保するため、教職員定数を5,489人（前年度に比して、48人の増員）とした。

　なお､小・中学校に設置されている支援学級についても適正配置に努め､合計4,713学級とした。

　支援学校の重複障がい児に対して重複障がい学級1,039学級を設置するとともに､障がいが重く支援学校へ通常の通学の困難な児童生徒に対しては訪問学級を設置して支援学校教員による訪問教育を行った。

　学校施設・設備の充実については、既設支援学校の整備として、大規模改修、福祉整備等を実施した。

(4) 私学教育の充実

府民の教育機会の均等を図るため、公教育の一翼を担う私立学校の重要性に鑑み、その

振興に向けた私立学校に係る許可・助成などを行った。

また、経済的理由により進学をあきらめることなく、子どもたちの能力と意欲に応じて

自由に進路を選択できるよう、私立高校生等修学支援事業を行うとともに公益財団法人大阪府育英会を通して奨学金貸付事業等の支援制度を行った。

私立幼稚園の認定こども園への移行支援とともに、認定こども園に係る認可認定などを行った。

(5) 教育内容の充実

小・中学校及び高等学校・支援学校における教育指導の充実を図るため、初任者研修をはじめ教職経験年数に応じた総合的な教職員研修及び各教科、領域ごとの研修を実施し、教職員の資質の向上を図った。
外国語指導員等149名を高等学校に配置し、外国語教育の一層の充実と国際理解教育の推進を図った。職業学科を有する高校においては、実践的技術等に対応するため、民間企業等から特別非常勤講師を招へいするとともに、職業教育担当教員を企業等に派遣して研修を行った。

高等学校における教育内容の多様化推進と特色ある学校づくりの一環として「学校支援人材バンク」に登録された社会人等の活用を図った。小・中学校における学力向上を図るために小学校3年生以上の国語・算数・理科・外国語、中学校の国語・数学・英語・理科の教科で学習状況に応じた習熟度別指導を行う「習熟度別指導推進事業」を実施した。
また、学力向上に積極的に取り組む小・中学校に対し、取組みの中心となる教員を配置し、その成果を府域全体に発信するとともに、府教育庁と市町村教委が連携して市町村全体の学力向上に向けた取組みを支援する「スクール・エンパワーメント推進事業」を行った。中学生の学力向上と評定の公平性を担保するために、府内の市町村立中学校等の全学年を対象に、テストを行う「中学生学びチャレンジ事業」を実施した。
また、小学校の児童一人ひとりが学びの基盤となる言語能力、読解力・情報活用能力等を向上させ、これからの予測困難な社会を生き抜く力を着実につけるために、府内の市町村立小学校等の５・６年生を対象に、「小学生新学力テスト事業」を実施した。
　「人権教育基本方針」「人権教育推進プラン」に基づき、同和教育をはじめとする人権教

育充実のため、府立学校・市町村教育委員会等との連携のもと、教職員研修を実施するとともに、児童生徒の豊かな人権感覚を育み、人権教育についての正しい理解と認識を深めるための学習プログラムや教材集の作成を行い、その普及に努めた。

　日本語指導が必要な児童生徒の日本語能力を高めるため、「特別の教育課程」による日本語指導を受けられていない児童生徒が在籍する市町村及び学校に日本語指導スーパーバイザーを派遣するとともに、外国人児童生徒支援員や夜間中学に日本語指導支援員を配置し、児童生徒を支援した。
児童・生徒の健全育成をめざした生徒指導を一層積極的に推進するため生徒指導にかかる研修等の充実を図った。また、喫緊の課題であるいじめ・暴力行為・不登校に対応するため、校内生徒指導体制の整備や教育相談体制の充実、関係機関との連携を図るとともに、高等学校の教育相談の充実や教員のカウンセリングマインド能力の向上に努めた。小・中学校においては、深刻な事案等に対し迅速かつ適切に対応するため、専門家から成る緊急支援チームを派遣するとともに、各市町村教育委員会に学校支援チームの構築を促した。また、課題の大きい学校に対しては人的支援を行った。加えて、小学校での相談ニーズ増加に対応するため、小学校におけるスクールカウンセラーの活動時間を拡充した。
また、セクシュアル・ハラスメントの撲滅のため、府立学校の全生徒及び全教職員を対象としたアンケートを実施し、実態把握・被害について迅速に対応するよう努めた。

さらに、教育センターにおける教育相談事業とともに、民間機関を活用した｢24時間電話相談｣など相談窓口の充実、児童・生徒への支援、広報・啓発活動等総合的な取組みを進めている。

また、不登校対策として、平成23年６月に大阪府高等学校適応指導教室（大阪府教育センター附属高等学校内）を開室し、問題解決に努めている。
　留年・中途退学の防止の観点と、中学生の進路意識を高めるため、｢大阪府公立高等学校等ガイド｣の全中学校への配付や、府内全ての公立高校が参加する「大阪府公立高校進学フェア」のWeb開催や合同学校説明会、体験入学を行うとともに、高等学校職業学科等への理解を深めるため、第28回大阪府産業教育フェア特別サイトを開設した。

　加えて、すべての高等学校に臨床心理士を配置し、生徒・保護者との面談や、教職員へのコンサルテーション等を行うとともに、障がい等により配慮を要する生徒への支援として、一人ひとりの状況に応じた学校生活支援を行うため、学習支援員、介助員を配置した。

　さらに、高等学校においては、中途退学を防止するため、貧困をはじめとする課題を抱える生徒が多数在籍する学校に民間支援団体（NPO等）と連携して「居場所」を設置して、課題を抱えた生徒を早期発見し、登校の動機づけを行った。また、高等学校及び高等支援学校においては、定時制の高等学校15校、通信制の高等学校１校、職業学科のある高等支援学校５校に外部人材として配置したスクールソーシャルワーカー等が、教職員と共に課題を抱えた生徒に寄り添い、その課題に応じた社会資源につなぐことにより生徒の支援を行った。
(6) 幼児教育の充実

　　幼児期の子どもの豊かな育ちと学びの充実が、児童期、青年期への健やかな成長と発達を
　　もたらすことから、幼稚園・保育所・認定こども園の教育機能の充実と家庭や地域の教育力の向上を示した「幼児教育推進指針」に基づき、市町村における幼児教育の充実を図った。
また、総合的な少子化対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、国の制度として令和元年10月より、幼児教育・保育の無償化を開始した。

(7) 開かれた学校づくりの推進

　　「開かれた学校づくり」の一環として、学校経営計画の達成度を点検するため、学校教育

　自己診断を実施した。また、学校運営の透明性を高め、その説明責任を果たし、保護者や地域住民の意向を把握して、学校運営に反映させるため、学校運営協議会等の活用を図るとともに､適正な運営を行うための指導助言を行った。
(8) 教職員の資質の向上
平成28年度に「教育公務員特例法」が改正され、教育委員会と教員養成を担う大学等とで構成する「教員育成協議会」を設置し、養成・採用・研修を通じて一体的に教員の資質・能⼒の向上に取り組むための「指標」を策定することが義務付けられた。これを受けて「大阪府教員育成協議会」を設置し、大阪府としての「指標」を明確化するとともに、全ての教員の計画的な研修受講に向けて「大阪府教員等研修計画」を平成30年３月に策定し、令和２年３月、令和３年３月、令和４年３月に改訂した。

２　教育コミュニティづくりの推進

　学校、家庭及び地域住民の相互の連携・協働を推進し、地域の教育力を育むため、各地域の課題やニーズに応じて「学校支援活動」「おおさか元気広場」「家庭教育支援」の取組みを実施する市町村への支援を行った。また、支援に関わる地域人材のスキルの向上や情報の共有、「親学習」の普及等を促進するため、研修や交流会を実施し、教育コミュニティづくりの一層の推進を図った。

　さらに、指定都市及び中核市を実施主体とした「学校支援活動」の取組みの支援を行った。

３　社会教育の振興

　　社会教育の推進を図るため、市町村の社会教育関係職員等を対象とした研修を実施した。
また、「第４次大阪府子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読書活動の推進を図るための支援人材に対する研修等を行った。
「大阪府視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する計画」に基づき、多様な読書方法や読書支援サービス等の周知を目的としたリーフレットを作成し周知等を行った。

自然の中で宿泊を伴う団体生活や野外活動を体験できる府立少年自然の家について、指定管理者に委任し、管理運営を行った。

４　文化財の保護

　本府は、古代より文化が発展してきた地域であって、史跡、神社、仏閣、美術工芸品など数多くの文化財が残されている。これらの貴重な国民的財産である文化財の保護・保存の徹底を期するため、文化財保護法及び府文化財保護条例の規定に基づき重要な文化財を指定するとともに、国及び府指定の有形文化財、記念物、無形文化財、民俗文化財等の所有者等に対し修理及び防災施設等に要する経費の助成を行い、文化財の保存活用を図っている。
一方、地域開発の進展に伴い破壊される恐れのある埋蔵文化財について、事前の発掘調査を行い、その保存に努めた。また、発掘調査に伴い出土した遺物など資料の整理作業と保管・管理業務の一元化・効率化を堺市に所在する文化財調査事務所において図り、蓄積された文化財資料の一層の活用促進を図っている。
世界遺産「百舌鳥・古市古墳群」の取組みでは、百舌鳥・古市古墳群世界遺産保存活用会議事業として、経過観察（モニタリング）の実施など包括的保存管理計画に基づく資産等の保存管理にかかる取組みの促進を図っている。また、世界遺産委員会から示された追加的勧告への対応として、ユネスコへの情報提供や墳丘の構造的安定性を非破壊で評価するための弾性波探査等委託などを行った。
　わが国有数の弥生時代の集落遺跡で、和泉市・泉大津市に所在する池上曽根遺跡の一画に立地する府立弥生文化博物館及び河南町・太子町に所在する府立近つ飛鳥風土記の丘と府立近つ飛鳥博物館について、指定管理者に委任し、管理運営を行った。

また､公益財団法人大阪府文化財センターが事業運営する文化財として貴重な全国各地の民家を展示公開する日本民家集落博物館に対し助成を行った。

５　保健体育の振興

(1)　学校保健・学校安全の充実

　　児童・生徒の健康管理のため結核検診、心臓検診、検尿をはじめとする各種健康診断を実施した。

また、教職員がAEDの使用を含めた心肺蘇生法の技能習得を図るため、AED訓練機器を活用した講習会を実施し、府立学校の危機管理体制の充実を図った。

(2)　学校給食・食育の充実　

子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ生きる力を身に付ける基本となる食育の推進を図り、安全・安心な学校給食を実施するため、小・中・支援学校などの栄養教諭等を対象とした研修を実施した。

　また、食に関する指導については、学校教育活動全体を通じて総合的に推進するため、小・中・支援学校などにおいて「食に関する指導の全体計画」策定を行うとともに、学校教育自己診断等を活用した食育の評価を実施するよう指導・助言を行った。
(3)　体育・スポーツの振興

一般府民及び児童・生徒のスポーツ活動の普及振興を図るため、各種体育大会等に対する

　補助及び体育団体が行う事業の助成・奨励を行った。また、府立高等学校の運動部活動活性化を図るため、地域や社会で専門的な技能・知識を有する人材を外部指導者として派遣した。
加えて、部活動による教員の負担軽減を目指し、部活動指導員を配置した。

　　また、地域スポーツの振興に寄与するため、学校体育施設を広く府民に開放し、その有効活用に努めた。

　　さらに、国民体育大会等への本府代表選手団の派遣に対する補助や、公益財団法人大阪府スポーツ協会など関係団体に対して助成を行った。
　　また、体育・スポーツの振興をめざして府民の利用に供するため、臨海スポーツセンター､漕艇センター、体育会館及び門真スポーツセンターについて指定管理者に委任し、管理運営を行った。　
６　教職員福利厚生の充実

　教職員の生活の安定と福祉の増進を図るため、健康維持のための事業、被服貸与、財産形成貯蓄制度、恩給の支給などを実施するとともに、公立学校共済組合大阪支部の運営に努めた。
７　子どもの安全の確保

　　児童生徒・保護者等の不安を取り除き、学校の安全管理を徹底するため、府立支援学校に警備員を配置した。

また、文部科学省の補助事業である「学校・家庭・地域連携協力推進事業」を受け、学校安全ボランティアを活用した効果的な安全体制を整備し、地域との連携を重視した学校安全に関する取組みを行う市町村を支援した。

また、交通事故から幼い生命を守るため、引き続き「家庭における交通安全テキスト」を作成し、小学校1年生児童の保護者に配布した。
